
第八期帯広市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定について              

計画の策定にあたって 

１．計画策定の目的 

団塊の世代が後期高齢者となる 2025 年が近づく中、2040 年まで高齢者人口が増加するなど、高齢化が一層進

む中で、地域で高齢者の生活を支える「地域包括ケアシステム」の推進など、地域の特性に応じた目指すべき基本

方向と取り組むべき施策を明らかにすることを目的として計画を策定するものです。 

２．計画の位置付け 

本計画は老人福祉法及び介護保険法に基づく市町村計画、及び第七期帯広市総合計画に即した分野計画として策

定するほか、第三期帯広市地域福祉計画を上位計画とする福祉分野の計画として、高齢者保健福祉計画と介護保険

事業計画を一体的のものとして策定します。 

３．計画の期間 

令和３（2021）年度～令和５（2023）年度までの３年間とします。 

帯広市の現状 

１．高齢者人口・世帯等の状況 

高齢者人口は年々増加し、今後もこの傾向は継続し、団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22（2040）年に

は高齢者人口はピークになる見込みです。ひとり暮らしや高齢者夫婦世帯は、増加傾向にあります。 

   高齢者人口の増加に伴い要介護認定率や要介護認定者数に占める認知症の認定者数が増加傾向にありますが、要

介護１までの軽度者の割合が高い傾向にあります。 

２．第七期計画の主な取組状況 

（１）施策の推進方向 

① 高齢者の生きがいづくり（社会参加の促進、老人クラブの育成、就労の場の確保など） 

ボランティア活動や健康づくりなど多様な活動ができる場の提供や自主活動団体への支援など、高齢者が主体的

に選択し、社会参加できる機会を提供しています。 

② 健康づくり・介護予防の推進（健康づくりの充実、生活習慣病の予防、一般介護予防事業など） 

健康づくりにおいては、フレイルの視点をとり入れた食事や運動の普及啓発など、疾病の重症化予防に取り組ん 

できました。介護予防事業では、社会参加を通じた介護予防を推進し、活動のきっかけづくりや継続支援のための 

事業を実施しました。 

③ 在宅サービスの充実（総合的な相談体制の整備、介護予防・生活支援サービス事業、在宅医療・介護サービス、 

    生活支援サービスなど） 

地域包括支援センターにおける総合相談事業、多様な主体による介護予防・生活支援サービス事業の実施

のほか、在宅医療・介護サービスや各種生活支援サービスの提供体制を整備しました。 

地域包括支援センターにおいては、個別ケア会議の開催数が増加しており、高齢者の困りごとを住民や専 

  門職で検討することで、地域での支援ネットワークの構築や集いの場の創設につながっています。 

④ 施設サービスの充実（介護保険施設等の整備、多様な住まいの普及の推進、住まいに関する相談支援） 

施設入所の必要量を確保するため、特別養護老人ホームについて用途変更により 25 床増床しましたが、小規模 

特別養護老人ホームの 29 床については、介護人材不足等により事業者からの応募がなく未整備となっています。 

⑤ 地域で支える仕組みづくり（市民の意識啓発、生活支援体制整備、ボランティア活動の促進、地域福祉の推進） 

    生活支援体制整備において地域の団体や関係機関との連携を強化したほか、ボランティア活動や地域の見守りの 

促進等により地域福祉を推進しました。また、ちょっとした支え合いサポーター養成講座の受講数が増加するなど 

互助による生活支援の担い手の養成数は増加しており、地域でできる支え合い活動について住民自ら話し合いを 

行う環境が構築されてきています。 

⑥ 認知症施策の推進（正しい知識の普及・啓発、予防対策の推進、相談・支援体制の充実、医療と介護の連携強化、

地域の見守り体制の構築） 

   認知症サポーター養成講座を小中学校で実施するなど、認知症の正しい理解について広く周知啓発を行ったほか、 

介護予防事業を通じて認知症の発症予防対策を推進しました。また、早期診断につなげるための相談体制の整備、 

医療と介護の連携強化に取り組んだほか、地域の見守り体制においては広域化や運用方法の充実を図ったことによ 

り支援体制が整ってきています。 

 

（２）介護保険事業の実施状況 

  介護給付費の適正化、低所得者への介護保険料及び介護サービス利用料の軽減に取り組んでいるほか、潜在介護

士の掘り起こしなど介護人材の確保に向けた取り組みを進めました。 

今後に向けた進め方について 

国では、第八期計画に係る基本指針案の中で、団塊世代が 75 歳以上となる 2025 年、高齢者人口がピークに

なると見込まれる 2040 年を見据え、介護需要や地域の介護を支える人的基盤などについて中長期的な視点を

持ちつつ計画を策定していくにあたり、以下の主なポイントが示されています。 

帯広市においては、第七期計画の評価・検証結果や市民アンケート結果、関係団体との意見等を踏まえつつ、

国の基本指針や関係する計画と整合性を図りながら、次期計画における施策の体系や事業等の整理を行うとと

もに、介護サービス量等の見込みについて推計し、計画原案に盛り込むこととします。 
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